「日の丸・君が代」で都教委への反撃が本格化！

03年度周年行事での不当処分撤回を求める

人事委員会公開口頭審理がスタート！

2005.5.24発行：「日の丸君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会

○傍聴希望者が殺到、混乱する人事委員会

　248名という大量処分に対し、200名以上の者が不服審査請求を行ったという史上かつてない事態に、公開口頭審理が審査請求後１年２ヶ月という異常に長い期間にわたり開催できない状態が続いていましたが、５月23日（月）にようやく03年度の周年行事被処分者７名に限定した審理が開始されました。

　この日は100名を超える傍聴希望者が都庁に集結、傍聴抽選に臨みましたが、審理室にはわずか29席しか傍聴席が用意されておらず、不満が高まりました。

　審理室前の廊下には、抽選に外れた方たちが座り込み、開始時刻も15分あまり遅れ、審理室内では審理冒頭で、請求人側から傍聴席の臨時増設を求める要請発言が相次ぎました。しかし審査員（人事委員会委員）は「29名が適正規模だと考えている」「お話は承りました」と繰り返すだけで、何ら改善策を講じませんでした。

　

○こんなことで公正な審理ができるのか！審理進行に不満爆発。

　この日の審査員は、元副知事の檜垣委員。その経歴からして「公正な審理が期待できない」という不満の声が上がりましたが、実際、その進行は以下の事項に関する扱いにわかるように、きわめて行政寄りのものでした。

1 都教委の責任者、当事者を審理の場に立ち合わせよ

この日の処分者側席には顧問弁護士１名、都職員３名の計４名が出席しましたが、その職員はいずれも総務部法務観察担当の職員で、都教委関係者は１人もいませんでした。

請求人側は「横山洋吉教育長か教育委員、もしくは通達発令を担当した職員の出席を求める」「教育長に直接話を聴いてもらいたい」などと強く要請しましたが、審査員は「指定代理人なので問題ない」「ここは処分手続きの審査をする場であり、話を聴く場ではない」などと発言しました。

2 一度出した証拠の撤回を認めるとはどういうことか？　

公開口頭審理に先立ち、多数の書面交換や証拠提出がありましたが、都教委側がそのうち一部の書証（校長への事情聴取書）の撤回を申し出て、人事委員会がそれを認めるという信じがたい事態が発生していました。

この日、請求人側が口頭で釈明（説明）を求めると、処分者代理人は撤回の理由を「好ましくない書証だった」などと言い、審査員は「撤回を認めないと撤回した意味がない」などと意味不明なことを言いました。請求人側は、一般常識としても、また、人事委員会規則に則っても撤回はあり得ないと主張したところ、審査員は「撤回するかどうかは良識にお任せします」などと、およそ審査担当能力があるとは考えられない仕切り方でこの議論を終えようとしました。

3 審査員全員の配置を求める

人事委員会は３名の委員によって構成されますが、その内訳は、元副知事、元経団連事務局長、元名古屋高裁判事となっています。市民感覚に欠けるメンバーばかりの実質的な天下り機関となっているのが実態ですが、それでも元副知事単独による審査よりはベターと考え、３名の委員全員が審理に臨席することを要請しました。

○請求人の意見陳述に、一同闘いの決意を再確認する！

　この日は、時間の都合で請求人（被処分者）７名のうち、５名の方たちが、順次意見陳述を行いました。

　そこでは、①異常な監視体制で周年行事が蹂躙されたこと、②都教委職員と管理職による不起立の監視は、「踏み絵」そのものであったこと、③「10･23通達」は授業や生徒会活動にまで圧力をかけるようになったこと、④周年行事に対する「通達」の適用は文部省の学習指導要領解説にすら反すること、⑤「通達」によって教職員の息の根が止められそうになっていること、⑥「通達」発出以来、校長の態度が豹変したこと、⑦「通達」とそれによる一連の介入は、明らかに違憲・違法であること、⑧都教委によって個人の人格まで傷つけられたこと、⑨横山教育長は現場のことをもっと知るべきであること、⑩おかしいことに「おかしい」と声を上げることは勇気がいるが、今の時代には絶対に必要であることなどが、それぞれの個性豊かな口調で、熱く語られました。

　請求人の陳述は、会場に詰めかけた人々の心を打ち、この闘いの意義の深さを改めて認識させるものでしたが、同時に、「なんでこの話を横山洋吉が聴かないのか！」「録音や録画を許さず、公開対象を限定するとはどういうことか！」などという怒りや疑問も湧き起こりました。

※次回の審理は６月27日（月）か29日（水）の午後で調整中です。内容は、請求人、弁護士による意見陳述と、深沢高校の須藤校長への証人尋問が行われます。なお、他の12グループの審理開催期日は、未だ確定していません。

	　　「今年は再発防止研修をするな！」弁護団が都教委に申し入れる。

　この日の審理に先立つ13時30分より、弁護団と被処分者の会で、今春の新たな被処分者に対して再発防止研修を行わないよう、横山洋吉宛の文書を持って申し入れを行いました。７・23東京地裁決定、ＪＲ西日本の異常な「日勤研修」への批判、福岡地裁判決による不起立に対する処分の取消命令等、情勢は「再発防止研修」の強行を許さない方向に動いていることを背景に、不当な懲罰研修を行わないよう「警告」すると、弁護団が口頭で説明しました。


